別記様式第１号
令和●年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち
大型クラゲ緊急対策事業実施計画承認申請書
番　　　号
　令和●年　　月　　日
特定非営利活動法人
水産業・漁村活性化推進機構
理事長　大森　敏弘　　殿
事業実施機関名
代表者　氏　名　　　　
令和●年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業について、下記のとおり事業実施計画を作成したので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－５－（３）の（４）のアの規定に基づき、承認願いたい。
記
別紙のとおり
別記様式第１号　別紙
第１　実施事業名
有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業
第２　事業の目的
我が国周辺海域に大量に出現する大型クラゲによる漁業被害を防止・軽減するため、駆除事業および陸上処理事業を行う。
第３　事業の内容
１　駆除事業
大型クラゲの分布・移動等を踏まえ、広域的な観点から出現頻度の高い海域等の、より効果的・効率的に駆除することが可能な海域において、駆除（または「駆除漁具等の導入」）を行い、被害の防止・軽減を図る。
（１）駆除漁具等の導入計画
	駆除漁具等の種類
	駆除漁具等の導入数
	導入時期
	備　　　考

	駆除網
	計●張り
	―
	２艘の底曳網漁船を用いて大型クラゲを駆除するため導入する。
補助率：定額

	
	沖合底曳網用駆除網
	●張り
	（ＪＦ駆除●）
	令和●年●月
	

	
	小型底曳網用駆除網
	●張り
	（ＪＦ駆除●）
	令和●年●月
	

	
	その他
	●式
	令和●年●月
	●具体的に記載すること●

	大型クラゲ駆除効果促進ネット
	計●張り
	―
	大型クラゲの混獲及び大型クラゲによる漁具の破損を回避するため導入する。
補助率：１／２以内

	
	沖合底曳網用混獲防除網
	●張り
	（ＪＦ底曳●）
	令和●年●月
	

	
	小型底曳網用混獲防除網
	●張り
	（ＪＦ底曳●）
	令和●年●月
	

	
	定置網用混獲防除網
	●張り
	（ＪＦ定置１）
	令和●年●月
	


· 駆除漁具等とは、有害生物漁業被害防止総合対策事業において認定を受けた底曳網漁船等で使用する駆除網、駆除専用に作られた鈎及び鎌等の駆除漁具、定置網等における大型クラゲの混獲や大型クラゲによる漁具破損を回避するための大型クラゲ駆除効果促進ネットを指す。
（２）駆除実施計画
	実　施　時　期
	実　施　場　所
	内　　　容
	備　考

	令和●年●月～●月
	●の沖合水域
（又は、●から▲までの沖合水域）
	大型クラゲ被害防止検討委員会で策定された「大型クラゲ洋上駆除指針」に基づき、全底連及び●機船漁業組合所属の沖合底びき網漁船等を用船して、通常の漁獲活動と分離して、日本海沖合域の出現密度の高い海域等のより効果的・効率的に駆除することが可能な海域において広域的な観点からの駆除を行う。
	大型クラゲ
（沖合域）
補助率：定額

	令和●年●月～●月
	●道府県の沿岸漁場
●●市●●地先から●●町●●地先の沖合
	大型クラゲ被害防止検討委員会で策定された「大型クラゲ洋上駆除指針」及び「洋上駆除の出動基準」に基づき 、基準を超えた場合に漁船を用船し、通常の漁獲活動と分離して、定置網漁場における洋上駆除（または「底びき網漁船用駆除網を曳網して行う洋上駆除」）を実施する。
	大型クラゲ
（沿岸域）
補助率：定額


２　陸上処理事業
陸揚げされた大型クラゲを回収し水分を除くなど処理した後、処理施設へ運搬し処理または有効利用を行う。
陸上処理実施計画
	項　　　目
	数　　　量
	内　　　容
	備　考

	運搬経費
	●トン
	陸揚げされた大型クラゲを回収し水分を除くなど処理した後、処理施設へ運搬する。
	補助率：定額

	処理及び有効利用経費
	●トン
	陸揚げされた大型クラゲを処理または有効利用（堆肥化、餌料化等を具体的に記載）を行う。
	補助率：定額


· 有効利用とは、陸揚げされた大型クラゲの処理を円滑に行うことを目的とし、廃棄（焼却・埋設）以外の方法で資源化することをいう。
（注）該当しない項目は適宜削除すること。
第４　事業に必要な経費配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　　　分
	補助事業に
要する経費
	負 　担 　区 　分
	備  考

	
	
	基金助成金
	自己負担金
	

	１　駆除事業費
	
	
	
	

	（1） 駆除漁具等の
導入費
	
	
	
	＜対象経費＞
設備備品費、運搬費、その他
＜補助事業に要する経費の内訳＞
駆除網
円
大型クラゲ駆除効果
促進ネットの導入費
円


	（２）駆除事業費
	
	
	
	＜対象経費＞
賃金、設備備品費、消耗品費、
役務費、用船費、燃油費、その他

	２　陸上処理事業費
	
	
	
	＜対象経費＞
設備備品費、消耗品、役務費、その他
＜補助事業に要する経費の内訳＞
運搬経費
円
処理及び有効利用経費
円
処理用機材の導入費
円


	計
	
	
	
	詳細は添付資料「経費内訳書」を参照


（注）１　備考欄には、計上している経費の費目名をすべて記載すること。
２　該当しない項目は適宜削除すること。

別記様式第２号
令和●年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち
大型クラゲ緊急対策事業計画変更承認申請書
番　　　号
　令和●年　　月　　日
特定非営利活動法人
水産業・漁村活性化推進機構
理事長　大森　敏弘　　殿
事業実施機関名
代表者　氏　名　　　　
令和　年　　月　　日付け水漁機構有総第　　　号で基金助成金の交付決定通知及び令和　年　　月　　日付け水漁機構有総第　　　号計画変更承認通知があった令和３年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業について、下記により事業内容及び経費の配分を変更したいので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－５－（３）の（４）のアの規定に基づき、承認願いたい。
記
別紙のとおり
別記様式第３号
令和●年度有害生物漁業被害防止総合対策基金助成金交付申請書
番　　　号
令和●年　　月　　日
特定非営利活動法人
水産業・漁村活性化推進機構
理事長　大森　敏弘　　殿
事業実施機関名
代表者　氏　名　　　　
令和●年度において、下記のとおり、有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業を実施したいので、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－５－（３）の（５）のアの規定に基づき、基金助成金　金　　　　　　円の交付を申請する。
記
別紙のとおり
別記様式第３号　別紙
第１　実施事業名
有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業
第２　事業の目的
我が国周辺海域に大量に出現する大型クラゲによる漁業被害を防止・軽減するため、駆除事業および陸上処理事業を行う。
第３　事業の内容
１　駆除事業
大型クラゲの分布・移動等を踏まえ、広域的な観点から出現頻度の高い海域等の、より効果的・効率的に駆除することが可能な海域において、駆除（または「駆除漁具等の導入」）を行い、被害の防止・軽減を図る。
（１）駆除漁具等の導入計画
	駆除漁具等の種類
	駆除漁具等の導入数
	導入時期
	備　　　考

	駆除網
	計●張り
	―
	２艘の底曳網漁船を用いて大型クラゲを駆除するため導入する。
補助率：定額

	
	沖合底曳網用駆除網
	●張り
	（ＪＦ駆除●）
	令和●年●月
	

	
	小型底曳網用駆除網
	●張り
	（ＪＦ駆除●）
	令和●年●月
	

	
	その他
	●式
	●年●月
	●具体的に記載すること●

	大型クラゲ駆除効果　促進ネット
	計●張り
	―
	大型クラゲの混獲及び大型クラゲによる漁具の破損を回避するため導入する。
補助率：１／２以内

	
	沖合底曳網用混獲防除網
	●張り
	（ＪＦ底曳●）
	令和●年●月
	

	
	小型底曳網用混獲防除網
	●張り
	（ＪＦ底曳●）
	令和●年●月
	

	
	定置網用混獲防除網
	●張り
	（ＪＦ定置１）
	令和●年●月
	


· 駆除漁具等とは、有害生物漁業被害防止総合対策事業において認定を受けた底曳網漁船等で使用する駆除網、駆除専用に作られた鈎及び鎌等の駆除漁具、定置網等における大型クラゲの混獲や大型クラゲによる漁具破損を回避するための大型クラゲ駆除効果促進ネットを指す。
（２）駆除実施計画
	実　施　時　期
	実　施　場　所
	内　　　容
	備　考

	令和●年●月～●月
	●の沖合水域
（又は、●から▲までの沖合水域）
	大型クラゲ被害防止検討委員会で策定された「大型クラゲ洋上駆除指針」に基づき、全底連及び●機船漁業組合所属の沖合底びき網漁船等を用船して、通常の漁獲活動と分離して、日本海沖合域の出現密度の高い海域等のより効果的・効率的に駆除することが可能な海域において広域的な観点からの駆除を行う。
	大型クラゲ
（沖合域）
補助率：定額

	令和●年●月～●月
	●道府県の沿岸漁場
●●市●●地先から●●町●●地先の沖合
	大型クラゲ被害防止検討委員会で策定された「大型クラゲ洋上駆除指針」及び「洋上駆除の出動基準」に基づき 、基準を超えた場合に漁船を用船し、通常の漁獲活動と分離して、定置網漁場における洋上駆除（または「底びき網漁船用駆除網を曳網して行う洋上駆除」）を実施する。
	大型クラゲ
（沿岸域）
補助率：定額


２　陸上処理事業
陸揚げされた大型クラゲを回収し水分を除くなど処理した後、処理施設へ運搬し処理または有効利用を行う。
陸上処理実施計画
	項　　　目
	数　　　量
	内　　　容
	備　考

	運搬経費
	●トン
	陸揚げされた大型クラゲを回収し水分を除くなど処理した後、処理施設へ運搬する。
	補助率：定額

	処理用機材の導入経費
	●台（又は一式）
	●具体的に記載すること●
	補助率：
１／２以内

	処理及び有効利用経費
	●トン
	陸揚げされた大型クラゲを処理または有効利用（堆肥化、餌料化等を具体的に記載）を行う。
	補助率：定額


· 有効利用とは、陸揚げされた大型クラゲの処理を円滑に行うことを目的とし、廃棄（焼却・埋設）以外の方法で資源化することをいう。
（注）該当しない項目は適宜削除してかまわない。
第４　事業に必要な経費配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　　　分
	補助事業に
要する経費
	負 　担 　区 　分
	備  考

	
	
	基金助成金
	自己負担金
	

	１　駆除事業費
	
	
	
	

	（１）駆除漁具等の導入費
	
	
	
	＜対象経費＞
設備備品費、運搬費、その他
＜補助事業に要する経費の内訳＞
駆除網
円
大型クラゲ駆除効果
促進ネットの導入費
円


	（２）駆除事業費
	
	
	
	＜対象経費＞
賃金、設備備品費、消耗品費、
役務費、用船費、燃油費、その他

	２　陸上処理事業費
	
	
	
	＜対象経費＞
設備備品費、消耗品、役務費、その他
＜補助事業に要する経費の内訳＞
運搬経費
円
処理及び有効利用経費
円
処理用機材の導入費
円


	計
	
	
	
	詳細は添付資料「経費内訳書」を参照


（注）１　備考欄には、計上している経費の費目名をすべて記載すること。
２　該当しない項目は適宜削除してかまわない。

第５　事業完了予定年月日
　　　令和●年 ●月 ●日
第６　添付書類
その他参考となる資料
別記様式第４号
令和●年度有害生物漁業被害防止総合対策基金助成金概算払請求書
番　　　号
令和●年　　月　　日
特定非営利活動法人
水産業・漁村活性化推進機構
理事長　大森　敏弘　　殿
事業実施機関名
代表者　氏　名　　　　
令和　年　　月　　日付け水漁機構有総第　　　号で基金助成金の交付決定通知及び令和　年　　月　　日付け水漁機構有総第　　　号計画変更承認通知があった令和３年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業について、水産関係民間団体事業実施要領の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－５－（３）の（６）のイの規定に基づき、金　　　　　　円を概算払いによって交付されたく請求する。
記
	区　　分
	補助事業に
要する経費
	基金助成金
	既受領額
	今回請求額
	残額

	
	
	
	金額
	出来高
	金額
	出来高
	金額
	出来高

	[記入例]

申請時には、削除してください。
	（例）
100円
	A

100円
	B

10円
	B/A*100

10％
	C

20円
	(B+C)/A*100

30％
	A-(B+C)

70円
	累積値
100％

	１　駆除事業費
	円
	円
	円
	％
	円
	％
	円
	100％

	２　陸上処理事業費
	円
	円
	円
	％
	円
	％
	円
	100％

	合　　計
	円
	円
	円
	％
	円
	％
	円
	100％


（注）別記様式第３号の第４の経費配分に準じて区分すること。
別記様式第５号
令和●年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち
大型クラゲ緊急対策事業実績報告書
番　　　号
令和●年　　月　　日
特定非営利活動法人
水産業・漁村活性化推進機構
　理事長　大森　敏弘　　殿
事業実施機関名
代表者　氏　名　　　
令和　年　　月　　日付け水漁機構有総第　　　号で基金助成金の交付決定通知及び令和　　年　　月　　日付け水漁機構有総第　　　号で計画変更承認通知があった令和３年度有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業について、下記のとおり事業を実施したので、水産関係民間団体事業実施要領の運用通知について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－５－（３）の（７）の規定に基づき、報告する。
なお、併せて基金助成金の精算額　金　　　　　　　円の交付を請求する。
　なお、併せて基金助成金の精算額 金A円と概算払既受領額 金B円の差額 金C円の交付を請求する。
記
別紙のとおり
別記様式第５号　別紙
第１　実施事業名
有害生物漁業被害防止総合対策事業のうち大型クラゲ緊急対策事業
第２　事業の目的
我が国周辺海域に大量に出現する大型クラゲによる漁業被害を防止・軽減するため、駆除事業および陸上処理事業を行う。
第３　事業の内容
１　駆除事業
大型クラゲの分布・移動等を踏まえ、広域的な観点から出現頻度の高い海域等の、より効果的・効率的に駆除することが可能な海域において、駆除（または「駆除漁具等の導入」）を行い、被害の防止・軽減を図った。
（１）駆除漁具等の導入実績
	駆除漁具等の種類
	駆除漁具等の導入数
	導入時期
	備　　　考

	駆除網
	計●張り
	―
	2艘の底曳網漁船を用いて大型クラゲを駆除するため導入した。
補助率：定額

	
	沖合底曳網用駆除網
	●張り
	（ＪＦ駆除●）
	●年●月
	

	
	小型底曳網用駆除網
	●張り
	（ＪＦ駆除●）
	●年●月
	

	
	その他
	●式
	●年●月
	●具体的に記載すること●

	大型クラゲ駆除効果　促進ネット
	計●張り
	―
	大型クラゲの混獲及び大型クラゲによる漁具の破損を回避するため導入した。
補助率：１／２以内

	
	沖合底曳網用混獲　　防除網
	●張り
	（ＪＦ底曳●）
	●年●月
	

	
	小型底曳網用混獲　　防除網
	●張り
	（ＪＦ底曳●）
	●年●月
	

	
	定置網用混獲防除網
	●張り
	（ＪＦ定置１）
	●年●月
	


· 駆除漁具等とは、有害生物漁業被害防止総合対策事業において認定を受けた底曳網漁船等で使用する駆除網、駆除専用に作られた鈎及び鎌等の駆除漁具、定置網等における大型クラゲの混獲や大型クラゲによる漁具破損を回避するための大型クラゲ駆除効果促進ネットを指す。
（２）駆除実施実績
	実　施　時　期
	実　施　場　所
	内　　　容
	備　考

	令和●年●月～●月
	●の沖合水域
（又は、●から▲までの沖合水域）
	大型クラゲ被害防止検討委員会で策定された「大型クラゲ洋上駆除指針」に基づき、全底連及び●機船漁業組合所属の沖合底びき網漁船等を用船して、通常の漁獲活動と分離して、日本海沖合域の出現密度の高い海域等のより効果的・効率的に駆除することが可能な海域において広域的な観点からの駆除を行った。
	大型クラゲ
（沖合域）
補助率：定額

	令和●年●月～●月
	●道府県の沿岸漁場
●●市●●地先から●●町●●地先の沖合
	大型クラゲ被害防止検討委員会で策定された「大型クラゲ洋上駆除指針」及び「洋上駆除の出動基準」に基づき 、基準を超えた場合に漁船を用船し、通常の漁獲活動と分離して、定置網漁場における洋上駆除（または「底びき網漁船用駆除網を曳網して行う洋上駆除」）を実施した。
	大型クラゲ
（沿岸域）
補助率：定額


２　陸上処理事業
陸揚げされた大型クラゲを回収し水分を除くなど処理した後、処理施設へ運搬し処理または有効利用を行った。
陸上処理実施実績
	項　　　目
	数　　　量
	内　　　容
	備　考

	運搬経費
	●トン
	陸揚げされた大型クラゲを回収し水分を除くなど処理した後、処理施設へ運搬した。
	補助率：定額

	処理用機材の導入経費
	●台（又は一式）
	●具体的に記載すること●
	補助率：
１／２以内

	処理及び有効利用経費
	●トン
	陸揚げされた大型クラゲを処理または有効利用（堆肥化、餌料化等を具体的に記載）を行った。
	補助率：定額


· 有効利用とは、陸揚げされた大型クラゲの処理を円滑に行うことを目的とし、廃棄（焼却・埋設）以外の方法で資源化することをいう。
（注）該当しない項目は適宜削除すること。
第４　事業に必要な経費配分　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
	区　　　　　分
	補助事業に
要した経費
	負 　担 　区 　分
	備  考

	
	
	基金助成金
	自己負担金
	

	１　駆除事業費
	
	
	
	

	（１）駆除漁具等の導入費
	
	
	
	＜対象経費＞
設備備品費、運搬費、その他
＜補助事業に要した経費の内訳＞
駆除網
0円
大型クラゲ駆除効果
促進ネットの導入費
0円


	（２）駆除事業費
	
	
	
	＜対象経費＞
賃金、設備備品費、消耗品費、
役務費、用船費、燃油費、その他

	２　陸上処理事業費
	
	
	
	＜対象経費＞
設備備品費、消耗品、役務費、その他
＜補助事業に要した経費の内訳＞
運搬経費
0円
処理及び有効利用経費
0円
処理用機材の導入費
0円


	計
	
	
	
	詳細は添付資料「経費内訳書」を参照


（注）１　備考欄には、計上している経費の費目名をすべて記載すること。
２　該当しない項目は適宜削除してかまわない。

第５　事業完了年月日
　　　令和●年 ●月 ●日
第６　添付書類
その他参考となる資料
←収支の項目がなくなりました。





←収支の項目がなくなりました。









